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要 旨

経済に関する意識が、現在の経済先進諸国で、人々の意識で占ある位置はおおきなものがある。 し

か し、この現実に対して、その研究は、ある種のものに局限され、諸研究の関連を生む広い視野を欠

いている。そこで、その最も重要な系譜を検討 し、経済意識 ・経済的態度.経 済的信念研究の大きな

展望を得ることを目標にする。

その第1部 として本稿 「経済意識 ・経済的態度 ・経済的信念研究の系譜(1)」では、マクロ的消費者

態度研究の開拓者、確立者であるカトーナを取り上げる。まず、カ トーナによって衆に抜 きんでて早

くなされたマクロ的消費者態度の主題化を吟味する。経済実勢の変化に対する態度変化の先行性の主

張とそれに関連 したかれの消費者態度指数に対する批判の検討を次に行い、経済の予測における消費

者態度研究の意義に関するカトーナの主張に対する反証は、十分なものではないことを明らかにする。

最後にインフレーションを例に取りカトーナの観察と一般化の意義を評価する。

1序

最近のマス ・メディアのニュースは、経済に関するものが、実に多い。「悪 いニュース」仮

説(よ い出来事より、悪い出来事の報道が多いというもの)の いうように、不景気のときに多

いということも事実であるが、それだけではない。為替相場 と株の平均価格が、一般的なテレ

ビニュースの定番になってか ら久 しいものがある。 このような事実は、人々の日常の意識にお

いて経済の占める比重が少なくないことを物語 る。実際、人々の生活心理が、景気の動向によっ

て大きな影響を受け、またそれによって逆に景気の動向が影響 されることは常識になっている

と言 っても異論は少ないであろう。

さらに、 このような関連がまた人々によって意識 され、「反省的」、「自己言及的」、などとい
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う表現、 このところ愛好 されて いる表現が妥当す る事態が成立 してい ることも事 実であ る。 こ

こで一歩踏み込んで言えば、 このよ うな 「自己準拠的」事態の認識 も、少 なか らぬ研究者が得々

と述べ るよ うにかれ らの独 占物で も何で もな くて、一般 の人 々が そのよ うな言葉 を使 わないだ

けの話で、 そのような事態 もまた人々の意識か ら逃れて去 ってはいない。

このよ うに現代の市場経済の社会で、広 くまた微妙 に人 々の 日常 の意識 の大 きな部分 を占め

る経済 に関す る意識を、広 く 「経済意識」 と言 えば、経済意識 の研究 は細大漏 らさず行 われて

いいはずであるが、実際 はそ うではない1)。 経 済 に関す る研究 を幅広 く取 って も、経 済学 以外

の分野で は近頃 は、 あま り人気がな いようで ある。例 を日本 の社会学会大会 に求 め ると、例年

実 に多 くの部会が設 け られているが、 この ところ 「経済」 の名 を冠 した部 会 はない2)。 現 実 の

事態 に比べ ると余 りに均衡を失 して いるとい う他 はない。

事態 は、海外 に目を向 けると少 しはま しで ある。 しか し、種 々の研究 が相互 の脈絡無 しに行

われて いる傾向が ある。それ は、一っ は経済 に関 して は経済学 の存在 が、 それ以外 の経済 に関

す る研究を経済の一部 に関す る周辺的な ものと暗 々裏 に意識 させ、「経済 に対 す る」 意識 の研

究 という統一的な観点を喪失 させ る傾向を生 じて いる ことに もよる。

筆者 は、"economicABCs七udies"と い う表現 を用 いて い る3)。Aは 、attitudesのAで あ

ると同時 にeconomicattitudes研 究 の中心 であ るAmericaのAで もある。Bは 、beliefsのB

で あ るとと もにeconomicbeliefsを 冠 した研 究 が多 く見 られ るBritainのBで あ る。Cは 、

consciousnessのCで あ るの と同時 にcollectivismのCと も言 え よ う。economicconscious-

ness研 究 は、 旧共産主義国 において顕著 であ った。"economicABCstudies"と い う表現 は、

相互の密接な関係を欠 くい くっかの流れを一括 して表現す るのに便利 と考 え るわけであ る。

さ らに、 ここで逸す ることはで きな いの は、消費者行動研究 である。多 くの消費者研究 は、

ミクロ的な観点 にたち、 ここで考え る"economicABCstudies"と は、異 な る性格 を持 っ が、

消費者行動研究 にも、"economicABCstudies"に 包 括 す ることので きるものもある。

本稿 は、その ような消費者行 動 を含 めた広 い意 味 にお け る経 済 意識 研究(economicABC

studies)の 中 か ら注 目すべ き研究の系譜を とりあげ、現実 と研 究 の ギ ャ ップを埋 め る今 後 の

研究 に役立て ようとす るもので ある。

本稿で は、消費者 行動 研究の中か ら(非 計量経済学的 な)マ ク ロ的消費者行動研究 の代表 と

して、 ジ ョージ ・カ トーナ につ いて検討す る。

IIカ トー ナの立論

経済的意識、経 済的態度 に関 して は、消費者 に関す る調査 などはよ く行 われているではない

か、 とい う議論 があ ろう。 な るほど、消費者 に関す る研究 は盛大で あるが、 その多 くは、じ先 に

述べたよ うな ミクロ的な ものであ る。 マ クロ的な問題 に関す る消費者行動研究 ははるか に少 な

く、 その なか で ジ ョー ジ ・カ トーナ の理論 は関 心 を呼 ぶ例外 的 な存 在 であ る(Didowand

Williamson,1983)。 と りわ け、 かれ の いた ミシガ ン大学 サ ーベ イ リサー チセ ンターのICS

(TheIndexofConsumerSen七iment)は 、 継続 的な調査 を背 景 に、 世 界的 によ く知 られ影 響

力 を もち、 たとえば、 日本の官庁 の消費者調査 に も影響 を与 えてい る4)。 ま た、飽戸弘 も、 社

会心理学 的な経済行動研究 の系譜 と して、 広告効果研究の系譜 と消費者行動研究 の系譜 をあげ

るが、 カ トーナの研究 に対 して は、 この二 っの研究系譜の共通項 と もい うべ き、経済心理学 の

よ り一般 的な枠組 みの体系化 を試 みた研究 の代表例 という高 い位置づ けを与 えて いる(飽 戸弘,

1994)。 したが って、 まずかれ の議論 を検討す るのが順序 であろ う。
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現実の経済に心理的なものが影響することは前々か ら主張されてきたことであったが、マク

ロ的な経済心理学 は、カ トーナによると第二次大戦の前後に生まれたという5)。経済心理学の

礎石の一っであるかれの 『経済行動の心理学的研究』(PsycologicalAnalysisofEconomic

Behavior)は 、1951年 の刊行であった。

まず、心理学者として出発 したかれが、心理学的経済行動研究、とりわけ消費者行動研究を

推進するために闘わなければならなかったのは、マクロ経済に関する消費者の心理を研究する

意義を否定する考え方である。

これには、大きく見て三っの議論がある。一つは、経済学が終局のところで問題にするのは

マクロの結果であり、消費者の態度は、かりに個々には大きく変化 しても、結果として無視 し

得るとするものである(Katona,1975:53-55)。 これはさらに一般的に動機や態度の相違、

さらには個々の個人や企業が他とことなる行動をとる自由さえも、無視 し得 るという。大量の

事象が一っにされるとき、個々の相違は互いに打ち消 し合い[安 定 した傾向が観察 されるとい

う]大 数法則が貫徹するか らというものである。

これに対 してカトーナは、消費者の行動が、互いに独立なランダムなものではないといい、

有力な論拠 としてマス ・メディアによる同一情報の広範な同時的伝達を指摘する。かれのいう

「社会的学習sociallearning」 、多 くの人々において(相 互作用を必ず しも要 しないで)起 こ

る学習が容易に生 じる。その結果、互いに打ち消されない同一方向への動 きが見 られる。従 っ

て、マクロ的に無視 し得ない個人的変化の総和が生 じ得るわけである。 ここで、態度のある程

度の安定性を考慮すれば、個人的な態度の標本調査によって、マクロ的経済事象の事前の予測

への貢献が可能 となることがわかる。

マクロ経済に関する消費者の態度を研究する意義を否定する議論の二番目は、消費者の支出

は、所得に依存 し、その所得は企業あるいは政府か ら得 られるので、消費者の支出を独立 した

要因として研究する必要はないというものである。

これに対 してカ トーナは、まず所得が消費支出を決定するものではないことを強調する。特

に第二次大戦後、消費者の支出において、所得や慣習や社会規範や生活上の必需支出など消費

者の態度如何にかかわらない部分に対 して、消費者の自由選択的な部分の割合が、大きくなっ

てきたことを指摘 して、ケインズ流の消費関数はますます当てはまらないと言 う6)。マクロな

経済への影響を焦点に置 くカ トーナは、あるときには、 アメリカの全世帯のなかで占める 「自

由選択的所得グループ」の大きさを示そうと試みた(こ こで、 カトーナは所得分布の変化と言

うが、全体的な所得水準の上昇が基本である。富裕層を自由選択的所得 グループから除外する

のは、中の上の層の拡大、所得分布の平準化を強調する一種のイデオロギー的態度 とみえる。)

「自由選択的所得グループ」は、1961年 には、全体の49%で あり、全国民所得 の57%を 支配 し

ているという(Katona,1964=カ トーナ,1966:22)。

このように して、 自由選択的支出が、大きな存在になると、消費者の澤択が経済全体にとっ

て、大きな影響をもち、消費者の態度調査が、経済全体の予測にとっても重要になることを示

した。

マクロ経済に関する消費者の意識を研究する意義を否定する第三のものは、仮に消費者の態

度が重要な要因としても、容易に しかも正確にその大きさを決めることができる所得や資産や

負債と違 って、確信 とか不安などは、科学以外の感 じとか意見の問題であり、主観的な正確に

は捕捉 しがたいものであり、よって、研究 して も労多 くして功少なしとする。「不況は、好況

と同じく、経済的な変化 と心理的な変化の両方にその原因を捜し求めなければならない」といっ

たような考え自体は、新 しいものではな く、[忘 れられては経済の変動によって浮かびあがっ
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て くる]古 い真理 なのであ る。 それを機能 させ る方法がなか ったわ けで ある。

しか しと、1960年 の カ トーナ は言 う(Katona,1960=カ トーナ,1964:4-5)。 この10年 な
エクスペクテイション

いし15年の間に、「動機 ・態度 ・期 待などの変化が、所得 ・資産 ・負債 などの変化 と同

じような信頼性をもっ科学的なデータとして」測定されることが示された。 これは、無論かれ

自身を中心 とするミシガン大学サーベイリサーチセンターの消費者調査を踏まえた発言である。

皿 消費者態度による予測への批判

カ トーナの仕 事 の中 で、 先 に も触 れた よ うに、 広 く知 られ た のが、ICS(TheIndexof

ConsumerSentiment)で あ り、消費者 の態度 を調査 す ることで 自由裁量 的消 費支 出 の よ りよ

い予測が、 ひいて は経済全体 の動 きのよ りよい予 測が可能 にな るという考え方 は、ひ ろ く影響

力 を もった ものである。 た とえば、 日本 の経済学 関係者 は、消費者態度重視 とは言えなか った

が7)、 先 に も触 れたよ うに、経済企 画庁の著 作のなか には、 カ トーナのICSに 類 似 した 「消 費

者態度指数」 が見 られ、ICSの 紹 介が見 られ る8)。

カ トーナは、消費者 の態度 が、所得な どの経済諸量で決定 されず、 たとえ ば、戦争 の危険 な

ど経済以外 の社会 の重要 な出来事の影響を受 けて、経済 に対 して外生的 に左右 され る ことが あ

る ことを強調 する。 こうい う観点 は、 カ トーナの孤立 した見解で はない9)。 た とえば、 ノエルー

ノイマ ン(Noelle-Neumann,1989)は 、 ドイ ッでの30年 間 の世論調 査 の結果 の分 析 か ら 「予

言者 としての世論」 という論文を書 いて いる。来年 につ いて の人 々の期待(一 般 的期待 で特 に

経済的な もので はな い)が 高 いと翌年 は経済成長率が高 い、 とい うよ うに、年末 におけ る次 の

年へ の期待が、翌年 の経済成長 を予言 してい るとい うものであ る10)。ま た、 カ トー ナ らのICS

の 予 測上の有効性を認 める研究 も少 な.くない(た とえば、Adams1964;Mueller1963)。

しか し、 カ トーナのICSに は、 批判 もまた多 い。一一っ は、 その実 際上 の有効 性 に関 す るも

ので ある。 カ トーナは、消費者態度研究 の実際上 の意義 の裏付 け と して、 自由選 択的(自 由裁

量 的)支 出の重 みをあげてい る。 その 自由選択 的な購買姿勢を と らえ よ うとい うのが、ICSで

あ るか ら、 自由選択的 な支 出の予測 に貢献 で きるか否 かが問われ るわ けで ある。他 に もたとえ

ば、Icsが 前 提 に して いる消費者 セ ンチメ ン トの1次 元性 に対 す る批判 もある(N.M.Didow,

Jr.ando七hers(1983)。 しか し、 ここで は、前 者の問題を取 り上 げることにす る。

た しかに、 自由裁量 的消費者支 出の説明 と予測 にお け るICSの 有 効性 に疑 問 を投 げか ける

研究 は少 な くない。

た とえば、 日本 で も、 カ トーナや ノエル ーノイマ ンの消費者態度 ない し世論 の経済実態 に対

す る先行性 の主張 に対 して、石井(1994)が 、 経済企画庁 の消費者態度調査 をデー タに1977年

～1994年 のGNPと の 関係を検証 し、GNPの 先 行性 を見 出 して いる。 ただ し、この研究 には、

消費者 態度 と して物価の上が り方 と暮 らし向 きの二っ を取 り上 げ、 デー タの制約 のため と思 わ

れるが、本来 とりあげるべ き 「景気 の見通 し」 を とりあげていな いという問題点が あ る11)。こ

の理由で はな いが、石井 も断定的 な結論 は控 えている。

カ トーナは、多 くの批判 に対 して、支 出の レベルの予 測、量 的な予測 には、ICSだ け で は大

して貢献 できない といい、 む しろ、ICSの 本 領 は、支出の上昇下降の転換、方向 の変化 を予 測

す るところにあ るとい う(Katona,1972)。 従 って多 くのICSの 予 測能力を問 う研究 は、カ トー

ナの主張 に正 面 か ら取 り組 ん だ もの とは言 え な い。 この点 で、 重 要 な の は、 シ ャ ピロ

(Shapiro,1972)で あ る。 かれは、正 にカ トーナが主張 した点 を周到 に検証 しようとす る。

カ トーナの人間行動 の基本 モデルは、単 に 自由裁量 的支 出が経済諸量 で決定 されず、態度が
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媒介変数 として介入するというだけではない。さらに、態度が変化することだけが問題ではな

い。態度の変化は測定できる(こ れはカ トーナが正に主張 し実践 してきた)が 、そこからさか

のぼって態度変化のメカニズムを推定することはできない。態度変化のメカニズム自体が変化

するというのが、カ トーナの基本モデルだとシャピロは考える。それに対 して、安定 した構造

をもっ式で、ICSを 長期にわたり再現できれば、態度変化のメカニズムの安定性、態度変化の

構造の安定性を示す ことになるとして、計量経済学的モデルによって検証す る。1956年 か ら

1970年 を二っの時期に区分 して行ったテス トの結果、株価 とインフレ率 とを主力 とする容易に

得 られる経済量を用いて前四半期のICSか ら当四半期のICSを 再現するモデルが それ ら

は推定された固定 したパラメーターをもっモデルであるが 、区分 された2期 間で区別なく

機能 した。そこで、シャピロは、態度変化のメカニズムに安定性を仮定することができとし、

カ トーナの主張に否定的な実証ができたとする。

また、変化の予測に関 しては、パラメーターの推定に使 う時期を予測期間(数 四半期)を 含

めないように設定 し、次の予測には前の予測期間を含めてパ ラメーターを推定するという形の

「学習」を含め、従来の予測力のテス トよりもより純粋な意味での予測力のテス トを試みる。

自由裁量支出の耐久消費財か ら自動車を選んで、ICSの みによるモデル、単純な計量経済学的

モデル、より複雑な在庫調整モデルを用い、後2者 には、ICSを 加えない場合と加えた場合を

分けてテス トした。そ して一般に複雑な計量経済学的モデルが優れており、 それに対 しては

ICSを 加味 して もほとんど改善は認められないことを示 した。

シャピロの仕事は、ICSの 予測能力に関するカ トーナの主張に沿ってその妥当性を検証 した

ものであり、管見の限りではカトーナの主張に対するもっとも重大な挑戦 と思われる。特に自

動車における支出変化の予測のテストの結果は明白なものがある。

そこでもう少 しシャピロの結果を吟味する必要がある。まず、自動車購入に関 しては、 これ

は、この時期の自動車に関 しては確かと思われるが、異なる時期や他の耐久消費財まで保証す

るものでな く、一般 的な消費支出態度はまた別である。次に態度変化のメカニズムの問題を見

よう。態度変化の構造の安定性の問題の場合は、固定 したパ ラメーターでおおえる範囲は限 ら

れることは長期的に見れば、明らかと思える。シャピロのモデルは、平均株価を組み込むこと

で、経済外的出来事の心理的影響 も間接的に取り込める形に成 っている点は巧妙 といえるが、

たとえば、株価の動 きがもっウエイ トとイ ンフレ率が もっウエイ トの関係が、インフレ期 と物

価は安定 しているバブル期とで同 じとは考えにくいことである。・

総 じて、 シャピロ自身が断っているよう'に、かれの結果は、 この検証の対象 とその期間にっ

いてのみある確実性をもって言えることであるが、特に態度変化のメカニズムについては、外

面的な安定性を示 し得たに過 ぎず、問題を残 している。

シャピロ(Shapiro,1972)を 受けて、アビール(Abeele,1983)は 、EC諸 国 にっ いて、

株価指数、物価指数、失業率や可処分所得というマクロ経済的諸量を用い、(1)ICSの 変動

の説明と、(2)自 動車新規登録数の説明を行 っている。(1)に おいては、シャピロと同様に、

株価指数 と物価指数が、説明力が大 きい ことを見出 しているが、(1)の 主要な結果である

ICSの 変動の半分が上述の客観的変数による単純な式で説明されるということは、ここの議論

ではあまり重要ではない。(2)に おいて、簡単な計量経済学的モデルで もICSの 組み込みに

よる効果 は小 さいという結果について言えば、これは単に新規登録数の量的説明における比較

であって、 シャピロが試みた支出の転換点が標的にされていないだけでなく、単なるデータと

式とのフィットの良 さが測られてるだけで、真の意味の予測における能力がテス トされている

わけでもない。 これはアビールによれば、データの制約によるが、シャピロの追試には限 られ
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た意味で しかな って いな い。

したが って、 カ トーナの主 張について、ICSに 関 して行 ったシ ャピロの検証が残 した問題 は、

中心的 な部分で残 されて いる。

しか もまた、 カ トーナは、ICSだ け で判 断す るの は、広 く言 って回答者 の回答 だ けで判断 す

るのは十分で な く、回答者がその見通 しの理 由と して述べ た ことを考慮す る必要があるとい う。

これにつ いて も、 シ ャピロは、 カ トーナ らがICS以 外 の資料 を も利用 してな して い る予 測 の

結果 を見 ることと し、'ミシガ ン大学サ ーベイ リサーチセ ンターの例年 の 「経済見通 し会議報告

集」 に残 されて いるカ トーナ らの予測 を周到 に検討 した。 その結果、耐久消費財 とい う不安定

な消費支出分野 と して は、 これ以上期待す るのは無理 とい う結果 を収 めてい ることが示 された

とい う(Shapiro,1972)。 す なわ ち、 シ甲 ピロは、 この点 に関 しては、 カ、トーナの主張 が妥 当

性 を もっ ことを認 めて いる。

Nカ トーナの観察 と一般化

社会心理学者 のT.ニ ュ ーカム(T.Newcomb1972)は 、 カ トーナを心理学的 な ミク ロの変

数 を経済 的なマク ロの変数 に適用す る上 で妙技 を発揮 した として、彼 は単 に心理学者 や経済学

者 ではない6「 ミスターマ クロ ミクロ」 と呼ぶ ほかな いと言 って いる。一方、 ア メ リカの経済

社会学者N.J.ス メ ルサーは、T.パ ー ソ ンズ流の 「一般理論」重視 の影響 を受 けて い るが、

カ トーナを低 い一般化 をな しているだけである と批判 した。 それで は、 カ ト』ナ はどの ような

知qを 与 えて くれるかを見 よ う。

ここでは、彼 の数十年 の研究 の集成 ともい うべ き 『経済心理学』(Katona1975)か ら、例

としてイ ンフレー ションにつ いてのカ トーナの見解 をみよ う。 イ ンフ レーシ ョンを取 り上 げ る

のは、 それが この間のアメ リカ経済 において支配 的な問題 であ り、 従 ってかれの研究の蓄積 も

多 いか らであ る。

イ ンフレー シ ョンにつ いて、通常 の理論 は、物価 が上昇 す ると判 断 され ると、貨幣を持 って

い るい るよ りは、 ものに替 えた方 が得 なので、支 出が増大 す るとす る。 しか し、調査の結果 は、

超 イ ンフレー シ ョンは別 として、物価上昇 の加速 に際 して、 む しろ支出 は押 さえれ る。それは、

イ ンフ レー シ ョンは、大部分 の人 に は、不利 な展 開 と感 じられ るので、[防 衛 の ため に]支 出

はむ しろ抑制 され るためであ る(Katona1975:133-134)。 イ ンフ レー シ ョンの認 知 は、 ペ

シ ミステ ィックな景気観、ICSの 低 下 と相関 している。過去20年 間一貫 して、 イ ンフレー シ ョ

ンが加速 した時には、ICSは 低 下 し、物 価上 昇が緩和す るとICSは 改善 された(Katona1975:

139)0

戦後 アメ リカで は、 多 くの期 間、物価上昇 を上回 る所得の上昇が あ り、 またアメ リカ人 のお

お くは悪性 イ ンフ レー シ ョンの経験 がない にもかかわ らずギ このよ うな傾向が み られ るのはな

ぜか。 それ は、 人々の多分 に気分 的な ものを整理 して言えば、 イ ンフ レーシ ョンによ って実質

所得が増大す るので はな く、 自分 たちの働 きにより自分 たちに帰すべ き所得 の増大 の利得 を、

イ ンフ レーシ ョンが侵害す ると考え るか らで ある。 また、・そのイ ンフ レーシ ョンは、平時 には、

必然性がな い許容 され得な いもので あると考え るか らイ ンフ レーシ ョンに対す る怒 りが生 じる

(Katona1975:140-141)。 しか し、何 か特定 の一 グループにイ ンフ レー シ ョンの責任 を帰 す

ことも しな い。た とえば、 あ る調 査をみ ると、政府、経営者、労働組合、消費者 のいず れ も回

答者の三分の二以上か ら責任があ るとされて いる。

この よ うに、 イ ンフ レーシ ョンにあた って、通常 の経済学的常識 にによれば、支 出を早 め る
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ことが、得策 となるにもかかわらず、不況期と同 じような支出抑制がみられるのは、インフレー

ションも不況 も共に、好ましくない事態と見 られ、不確実性を増大させ、不安を増大させるの

で、同じような反応、すなわち財布の紐をかたくするという反応をもた らすという。

インフレーションを抑制するために、 しばしば政策関係者が提案する軽度の景気後退という

ような考えは、一般のアメリカ人には、[一 っの悪い事態を同種の悪い事態 で除去するという

ことを意味 し]受 け入れがたいものである。1996年 から1998年 にかけての日本の政策関係者の

判断と消費者の反応のギャップも、財政赤字の累積 という事態を増税 という事態で除去 しよう

とした政策関係者の判断が、一般 の消費者の否定的反応の大 きさを見誤 った点で、 この一一例 と

みなせるわけであり、少なくともこれまで生命を維持 してきた知見 と言える12)。

しか し、ヨーロッパ諸国などのような破滅的インフレーションを経験 しない者が多い戦後の

アメリカでも、買いだめなど、先述の軽微なインフレーション時の行動 と反するものが見 られ

た二っの時期がある。朝鮮戦争の勃発は、戦時中の物不足を思い出させた。1973年 の場合は、

やや複雑であり、カ トーナはいくっもの条件(と りわけ食肉価格の急騰)を 指摘 しているが、

忍び寄 るインフレーションが見通 しのっきがたい事態として不安を伴 うのに対 して、二っの時

期には、明白な特定の脅威があったとする13)。

これは明らかに、「不安」とそれと区別された 「恐怖」 という心理学的概念 を適用 したもの

である。また、上に触れた不況時とインフレーション時の行動の共通性も、心理学的な 「般化」

概念によって少なくとも補強 されたとらえ方 と言える。

また、長期の繁栄の持続に関 して、カ トーナは次のように述べる。長期の繁栄が維持される

には、楽観的な経済的態度が広がっていることが必要 だとの認識 は、 しば しばなされている

が14)、それ以上の掘 り下げた理解はなされていない。調査の結果か らの暫定的な結論として、

長期にわたって繁栄が支えられるには、次のような条件が必要である。①個人的な経済状況が

改善され、またさらに改善されると感 じられること。②経済全体の状況が改善 されたと感 じら

れ、またさらに改善されるという期待されることとの両方を条件 とするという。前者が、新 し

い欲求(aspiration)を 生み、後者がそれを需要に転化させる(Katona1975:163)。 状況 と

行動との媒介変数としての態度はそれ自体、状況の変化を受け 「学習する」 ものであることも、

カトーナのよく説 くところであるが、 これは、カ トーナの強調 した態度の非従属性にとっては

あまり有利な中間報告ではない。ここは、長期的な観点でも態度が無視できないとことを論 じ

ている文脈だが、 さらに長期的に見れば態度は経済状況の従属的な中間項 として消去 して大過

はないとの議論に道を開 くものとも見 られる。 しか し、カ トーナはデータからの結論に留まり、

かれの実証主義が偽 りでないことを示 している。

V結 び

経済的態度 ・経済的信念 ・経済意識研究の重要な系譜としてマクロ的な消費者行動研究をあ

げることとし、その代表 としてカ トーナをとりあげた。そ して、かれの消費者態度の研究 とい

う問題提出を振 り返 り、っいで彼の議論に対する批判、特に消費者態度調査に基づ く予測に関

するそれを吟味 した。その結果、かれに対する批判 はなお多 くを問題として残 していることが

示された。さらに、かれの長年にわたる調査に基づ く観察 と一般化をインフレーションに関 し

て検討 した。

むろん、彼の議論にも、いくっかの問題点がある。たとえば、その一っとして、事態の心理

的側面を強調するあまり、人々を理性的存在 というよりは、感情的存在として理解 しようとす
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る傾向が感 じられる。カ トーナは、消費者意思決定の重要性をいちはや く強調 した学者の代表

と言っていい。 しか しその意思決定が単なる合理的経済計算の産物ではないことを強調するあ

まり、時にその意思決定の性格の説明には、かってH.A.サ イモンが、どこかで述べていたエ

ル トン・メイヨーらの人間関係論に対する批判を思い出させるものがある。その組織成員観が、

テイラ0の 科学的管理論の単能機械としての労働者観か ら感情的存在としての人間を回復 した

にとどまり、意思決定能力をもつ組織成員観に至っていないと述べた、その批判である15)。

カ トーナの業績 としては、いうまでもなく、本稿のH、 皿で見たように、自由選択的支出の

ウエイトの増大に伴い、人々の態度が経済に大きな効果を持っ ことを主張 し、従 ってその調査

が必要であり、またそれが科学的になされ得ることを示 して、世界的に大 きな影響を与えたこ

とがあげられる。 しか し、また同時に、上のIVに見たように、多年の調査の蓄積の上に立 った

(ときに心理学的概念によって補強 された)観 察 と一般化も、われわれにとって依然 として有

用な知識の源泉であると言えよう16)。

注

1)次 も参照。前田穰(1992,1994,1998)。

2)1997年 の経済意識に関するわれわれの報告(前 田穰 ・岡本英雄 ・元濱涼一郎 ・木下博道1997)も 、

社会意識の1部 会で行われた。社会意識の部会で報告がなされたこと自体はそれ独 自の意義があったが、

経済を冠 した部会がないということは問題である。

3)前 田穰 ・岡本英雄 ・元濱涼一郎 ・木下博道(1997)に おける使用が最初 と記憶する。

4)た とえば、経済企画庁1981(『 景気動向四半期概況』昭和56年 度第2季 報)に は、「経済変動と消費者

意識の変化」という節の冒頭に、ケインズ型消費関数から諸種の消費関数への展開を枕に、自由選択的

支出のウエイ ト上昇にともなう消費者の自由度増加 というカ トーナ的な議論がなされ、また、122-131

頁 には詳 しいICSの 紹介がある。

5)次 を参照。Katona,1960=カ トーナ,1964:357(石 川 弘蔵 「あとがき」)

6)カ トーナには、頻繁にケインズ(Keynes1936ほ か)へ の言及がみられる。

7)た とえば、高橋泰蔵 ・増田四郎編1984『 体系経済学辞典』第6版(東 洋経済新報社)の 索引で検す

ると、「華国峰」や 「菅野スガ」はあっても 「カ トーナ」の名はなく、「消費者態度」やそれに類す る語

も見えない。

8)注 の4)で 触 れたほかに、たとえば、経済企画庁調査課の消費者の景気の見通 しに関する調査(『 消

費と貯蓄の動向』『家計消費の動向』)か ら拾 うと、昭和47(1972)年 版 『消費と貯蓄の動向』か らしば

らく 「消費者の意識」 という調査項 目があるが、ICSの 影響が認め られる。1977年6月 か ら(1972年

に さかのぼって)ICSに 似 た 「消費者態度指数」を作成 している。

9)ま た、ブラッドとペーター(BloodandPhillips1995)は 、 マスメディア報道(ニ ューヨークタイ

ムズ)、消費者センチメント(ICS)、 経済の状況、大統領(ブ ッシュ)の 人気という4変 数を同時 にと

りあげる統計的分析を行い、景気後退に関する見出 しがICSに 先行 しかなりの影響を与えているが、そ

の景気後退についての見出しは、経済の実際の状況を映すとは言えないとしている。むしろ大統領の人

気に対する敵対的態度を示すという解釈をとっている。かれ らは、ICSと 経済実態との関連が認め られ

ないとして、カトーナ理論を否定 しているが、経済の状況によって消費者態度が決定されないと言 うカ

トーナの主張はかれらの分析で裏打ちされていることになる。

いずれにしても、かれ らも認めているように、1989-1993の 大統領任期の1期 間だけの分析であり、

特に湾岸戦争という大統領の人気に決定的な影響を及ぼした出来事があったことを考えれば、 この結論
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をそのまま一般的に通用するものとみることはできない。

10)も っとも、ノエルーノイマンは、この相関の説明は今後の課題としている。

11)景 気 との関連にっいては暮らし向きや物価上昇への見通 しより、景気見通 しの方が関連があると思わ

れる。「家計消費の動向』昭和55年 度 版には、「国内景気に対する消費者意識と景気動向指数の動きをみ

ると、消費者意識の変化の方がやや先行 し、しかも国内景気の変動に対 してかなり強い相関を示 してい

る」 という記述がみ・られるが、 ここにいう消費者意識は、「今後1年 間の国内景気」 を用いたものであ

る。消費者意識の先行性にっいては、『家計消費の動向』では、さらに、昭和57年 度版、昭和58年 度版、

昭和62年 度版などにも同様の記述があるが、「消費者態度指数」を用いた昭和57年 版 を除 きいずれ も国

内景気の見通 しを用いたものである。

12)2か 月 ごとの電通調査によれば、消費税引き上げを目前にし、消費税引き上げ以降の景気や個人消費

への悲観が強まった97年2月 からやや上昇 した景気観は、97年 消費税引ぎ上げ後、半年たち、大手金融

機関の破綻の前の97年10月 にふたたび落ちて、景気が良 くなると考える人の比率は、93年6月 の調査開

始以来の最低を記録 している(電 通消費実感調査報告書97年10月 度:6)。 消費税導入を機iとする消費者

の経済見通 しの悪化の強さを示 していると言えよう。 ・

13)2タ イプのインフレーシ ョンのアメリカ消費者 による峻別については、Katona,Strumpeland

Zahn(1971)に お いても指摘 している。 ・

14)カ トーナは、例として、景気循環の実証的研究に関するミッチェルとの共著でよく知 られているバー

ンズ(Burns1957)を あ げている。 ・ ・`

15)テ イラーシステムにおける人間観については、MarchandSimon(1958)で 述べている。

16)ま た シャピロ(Shapiro1972)は 、カ トーナが、多 くの点で経済学の消費者行動研究を先取 りして

いることを指摘している。
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Abstract

Inhighlyindustrializednationsthestateofeconomyisaseriousconcernofmostof

people.Inotherword,attitudestowardeconomyconstituteanimportantpartofourdaily

life.
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Studiesoftheattitudestoeconomyare,however,notenoughforustoknowthis

importantaspectofpresentdaysociety.Theyarenotcumulativeandratherscattered

exceptforresearchontheattitudestowardbusinesscycleandtheresearchinturnlacks

connectionswithothersocialconcerns.

Toobtainabroadperspectivewhichconnectscatteredstudies,wereviewmostimportant

linesof"economicABCstudies,"thatis,economicattitudes,economicbeliefs,and

economicconsciousnessstudies.Macroconsumerattitudesresearchisalsoincludedin

economicABCstudies.

Asapartofourreview,thispaperexaminestheworkofKatonaandhiscolleagueas

mos七importantstudyofconsumerattitudesfocusedonmacroeconomicconditions.First,

wereviewhowKatonaestablishedthemacroconsumerresearchagainstdominanteconomic

thoughtinthattime.

Katonaandhiscolleagueshaveoftenmetwithseverecriticism.TheIndexofConsumer

SentimentconstructedbyKatonaandhiscolleaguesintheSurveyResearchCenterhasbeen

criticizedespeciallyasnottobeusefulforforecasting.Weinquiryintosomeofthemost

importantcriticismsoftheIndexandshowthattheyarefarfromcomplete.

Finally,weexamineKatona'sobservationsandempiricalgeneralizations,takingthecase

ofinflationasanexample,andshowthattheyarestillasourceofusefulknowledge.




